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■ 世界の主要株価指数のパフォーマンス比較 (2024年末を100)   2025/7/18時点

S&P500：107.76

NYダウ：104.23

NASDAQ：108.21

日経平均：99.81

TOPIX：101.78

上海総合：105.45

出所：Bloombergデータを元に作成

香港ハンセン：123.76

100

欧州600：107.39

2024年末を100 4/7
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■ 香港株市場の「素晴らしい10銘柄(テリフィックテン)」

業種 銘柄

Eコマース関連 アリババグループ、JDドットコム

EVなど自動車製造 BYD（比亜迪）、ジーリー・オートモービル（吉利汽車）

スマホ事業、IoT、EV シャオミ（小米）

ネットサービス、ゲーム テンセント（騰訊控股）、バイドゥ（百度）、ネットイース（網易）

食品デリバリーなどBtoCネット事業 メイトゥアン（美団）

半導体製造 SMIC（中芯国際集成電路製造）
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■ 香港「テリフィックテン」のパフォーマンス比較 (2024年末を100)   2025/7/18時点 

出所：Bloombergデータを元に作成

小米:165.22

テンセント:124.98

SMIC:148.11

吉利汽車:127.67

網易:154.05

百度:103.99

アリババ:140.53

JD.com:94.26

2024年末を100

BYD:142.23

美団:83.92

100

DeepSeek
ショック
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■ 米国の国別輸入額の推移 2019年～2025年5月

出所：FRED(米セントルイス連銀の経済データベース) を元に作成

EU

メキシコ

ASEAN

カナダ

中国
台湾
日本
インド

(百万ドル)
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■ 2025年終盤の国内株市場のポイント

② 短期の値動きについて行くか、中長期の買いを探る

① メインシナリオは「強含みのもみ合い」を想定

③ 個別銘柄の選別や注目を集めやすい 

⑤ 相場急落の可能性残るが、「正しく恐れる」必要

④ 下値では買いが入りやすい
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■ 日経平均(週足)の動き 2025/7/18時点

35,000円

30,000円

40,000円

25,000円

7/12週

8/9週

23/1/6週

6/23週

24/3/22週

(出所)MARKETSPEEDⅡ

45,000円

52週MA

26週MA

13週MA

25/4/11週

上昇の
パーフェクト
オーダー

52週MA

26週MA

13週MA

下落の
パーフェクト
オーダー

7/4週

52週MA

26週MA

13週MA
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■ 日経平均(週足)と「パーフェクト・オーダー」 2024/7/18時点

35,000円

30,000円

25,000円

52週MA

26週MA

40,000円 13週MA

下落PO

20,000円

15,000円

下落PO

上昇PO

上昇PO

2015年

(出所)MARKETSPEEDⅡ

下落PO

上昇PO

上昇PO

下落PO

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

① POの足取りで、大まかなトレンドが掴める

② 下落POから上昇POまで、レンジ相場になることが多い

10,000円

下落PO
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■ TOPIX(週足)の動き 2025/7/18時点

2,600p

2,400p

2,800p

7/12週

8/9週

22/10/7週

23/9/15週

24/3/22週

(出所)MARKETSPEEDⅡ

3,000p

25/4/11週

上昇の
パーフェクト
オーダー

下落の
パーフェクト
オーダー

2,000p

1,800p

2,200p

52週MA

26週MA

13週MA
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■ 日経平均(週足)とエリオット波動

35,000円

30,000円

40,000円

25,000円

1波

2波

7/12週

8/9週

3波

4波

5波

A波

B波

C波

23/1/6週

6/23週

24/3/22週

52週MA
26週MA

(出所)MARKETSPEEDⅡ

45,000円

13週MA

7/3週
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■ エリオット波動の波の動き

1波

2波

3波

4波

5波

A波

B波

C波

1波

2波

3波

4波

5波

A波

B波

C波

「上昇推進」 「下落推進」

推進5波

(1波～5波)

修正3波

(A波～C波)

推進5波

(1波～5波) 修正3波

(A波～C波)
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■ エリオット波動の波の動き

5波

1波

A波

B波

2波

C波
3波

4波

5波

上昇推進の継続

A波

B波

C波

1波

5波

「上昇推進」サイクルを繰り返す

⇒ 中期的な上昇トレンド続く

下落推進への転換

「上昇推進」から「下落推進」へ

⇒ 中期的な下落トレンド入り

3波

1波
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■ 国内株市場の新高値・新安値更新銘柄数と日経平均 2025/7/18時点

(出所：取引所データを元に作成)

(銘柄)(円)

日経平均
(左目盛)

新高値銘柄数
新安値銘柄数

4/7
1,328銘柄
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■ (参考)MSⅡの「銘柄動向速報」画面

①「銘柄動向速報」
を選択

②「年初来高値(安値)」

を選択
③市場を選択(東証、東Ｐ、東S、東G)

⑤銘柄をクリックすると、

下段に詳細画面

※更新した株価が

時系列で表示される

④該当する銘柄一覧が

表示される

(出所)MARKETSPEEDⅡ

※保存・コピーも

可能
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■ 日経平均急落前後の動きの過去比較（急落時の底値を100）

(日)

15年9月29日

18年3月23日

24年8月5日

20年3月19日

25年4月7日

株価下落局面で
底打ちした日を100

出所：Bloombergデータを元に作成



16

2025年初からの個人・海外投資家の売買累計推移(2025年7月第2週)

出所：東京証券取引所「投資部門別株式売買状況（２市場）」より楽天証券作成

30,000

31,000

32,000

33,000

34,000

35,000

36,000

37,000

38,000

39,000

40,000

41,000

42,000

-3,000

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

（10億円） （円）

日経平均
(右目盛)

外国人累計
(左目盛)

個人累計
(左目盛)

・海外投資家：3兆3,359億円の買い越し (24年:1,543億円の買い越し)

・個人投資家：6,387億円の買い越し (24年:2兆138億円の売り越し)
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■ 相場急落時にどう対応するか？

② 戻りの勢いは急落前の高値で一服する傾向 

③ その後は(株価の)水準感を探る展開になりやすい

① 「(株価が)高いか安いか」or「(相場が)強いか弱いか」

⇒ 先取りした期待や不安の答え合わせをしていく
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■ 2024年7月高値から8月の急落時の日経平均(日足)
7/11高値
42,426円

42,000円

40,000円

38,000円

36,000円

34,000円

32,000円

7月

8/5安値
31,156円

8月

「三空」

(株価が)
高いか安いか

(相場が)
強いか弱いか

(出所)MARKETSPEEDⅡ

・最初は利確売り

・様子を見ながら下落
(株価水準・テクニカルの節目など)

・比較的冷静&理屈っぽい

・想定以上の下落で動揺

・不安進行の売り

・性急な投げ売り、損切り

・ムード先行＆感情的

(ファンダメンタル・テクニカルが効かない)



19

■ 2025年4月急落時の日経平均(日足)

3/26高値
38,220円

40,000円

38,000円

36,000円

34,000円

32,000円

30,000円

24年12月

4/7安値
30,792円

(株価が)
高いか安いか

(相場が)
強いか弱いか

(出所)MARKETSPEEDⅡ25年2月 25年4月

12/27高値
40,398円

相互関税の
インパクトと
不安先取り

米中関係
改善期待

上乗せ関税
発動後に90日間

一時停止

下落トレンド入り

リターン・ムーブで下落

最悪の事態
は回避
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■ 2025年終盤のカギを握る米国市場のポイント

② 短い「相場の時間軸」 

④ 市場による米「トリプル安」の牽制

① 米トランプ政権の「不確実性」と「変調」

⑤ 米株が上昇した場合、割高感との勝負 

⑥ 棄損する米国の「ソフトパワー」

③ 根強い「スタグフレーション」警戒 
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■ 米S&P500(日足)とトランプ関税の動き 2025/7/18時点

4/2
相互関税

発表

出所：MARKETSPEEDⅡ

1/20
トランプ政権

発足
3/26

自動車関税
発表

6/10
米中協議

2回目

7/8～
新たな

関税通知

4/9
相互関税発動後、

上乗せ分の
90日間停止発表

5/10～11
米中協議

2/1
カナダ・中国・メキシコ

への関税表明

6,000p

6,500p

5,500p

5,000p

2/10
鉄鋼・アルミ関税

大統領令
5/8

関税協議
英国と合意

7/2
ベトナムと合意

7/16
インドネシア

と合意
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■ 米トランプ政権による関税政策のねらい

① 政治的な手段・メッセージ

・ 政権発足後、まもなく打ち出した(カナダ・メキシコ・中国)

③ 相手国との貿易不均衡、非関税障壁などの是正

・ 相互関税

・ 相手国に、違法薬物や不法移民などへの対策を迫るのが狙い 

② 外国企業による米国内での生産、米国への投資を促す

・ 「アメリカ・ファースト」の面が強い…交渉や妥協の余地は少ない 

・ 自動車関税、鉄鋼・アルミ、銅など

→ 中国は報復関税で対抗 

・ 対象分野が拡大し過ぎると貿易戦争化するリスク …半導体、製薬など

・ 交渉や妥協の余地あり、緩和される可能性(理不尽な要求が無い限り)
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■ 「トランプ関税」はインフレをもたらすか？

「一般的な関税政策の効果」

「米国であるが故の要素もある」

・ 輸入価格の上昇：インフレ進行、消費減

・ 政府は歳入増

・ 相手国にとって、米国は大口顧客

⇒ トータルで経済に「マイナス＞プラス」になることが多い

・ 国内企業は海外のライバル減で利益

・ 輸出数量を維持するために製品の価格を下げる

⇒ 適度な関税は、国内インフレ圧力を緩和しつつ、歳入増が見込める可能性

・ ドル高政策を採ることで輸入コストを抑える(相手国は通貨安で競争力を維持)
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■ 先週通告された各国の関税率の状況 2025/7/13時点

第1弾(14カ国)

出所：各種報道を元に作成

英国 10％→10％

ベトナム 46％→20％

インドネシア 32％→19％

フィリピン 17％→19％

日本 24％→15％

カナダ 25％→35％※

メキシコ 25％→30％※

EU 20％→30％

フィリピン 17％→20％

ブルネイ 24％→25％

モルドバ 31％→25％

スリランカ 44％→30％

アルジェリア 30％→30％

イラク 39％→30％

リビア 31％→30％

ブラジル 10％→50％

日本 24％→25％

マレーシア 24％→25％

韓国 25％→25％

カザフスタン 27％→25％

チュニジア 28％→25％

南アフリカ 30％→30％

ボスニア・H 35％→30％

インドネシア 32％→32％

バングラディッシュ 37％→35％

セルビア 37％→35％

タイ 36％→36％

カンボジア 49％→36％

ミャンマー 44％→40％

ラオス 48％→40％

第2弾(8カ国)

第3弾

その他

中国 34％→？

インド 26％→？

台湾 32％→？

未定
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■ 関税交渉(米国とベトナム)の主な合意内容(2025年7月2日)

① 「ベトナム→米国」の関税率引き下げ：46％ ⇒ 20％

② 「米国→ベトナム」の関税率を０％に

④ ベトナムが米国から航空機や農作物を購入(100億ドル超)

③ 米国への「迂回輸出」の関税率を40％に

出所：各種報道を元に作成

⇒ 米国との経済関係、「チャイナ・プラスワン」の地位維持を優先

(参考)4/2時点の税率：カンボジア(49％)、タイ(36％)、インドネシア(32％)、マレーシア(24％)

⇒ 中国との関係悪化などのリスクを背負う覚悟

(参考)ベトナムはGDPの8割を輸出額が占める、輸出の対米依存度も全体の30％以上と高い
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■ 米国市場とトランプ米大統領をめぐるキーワード

① 「TACO(タコ)」…楽観と強気

② 「ABUSA(アブサ)」…米国離れ

・ 「Trump Always Chickens Out（トランプはいつもビビって退く）」

⇒ 市場の耐性と楽観(良くも悪くも「トランプ慣れ」)

・ 「Anywhere But USA（米国以外ならどこでも）」の略

・ 市場を揺さぶり続ける米トランプ政権によって失われる「ソフトパワー」

・ リスク分散で米国に流れていた資金が他の市場に流れる見方

・ トランプ氏の強めの主張も「結局は妥当なところで落ち着く」という見方
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■ 米国かそれ以外か？ (2024年初を100)    2025/7/18時点

出所：Bloombergデータを元に作成

100

2024年あたまを100

S&P500

MSCI全世界(米国除く)
116.66

107.30
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■  米10年債利回りと米ドル指数 2025/7/18時点

(％)

米10年債利回り
(右目盛)

米ドル指数
(左目盛)

(出所) Bloomberg
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■ 米10年債利回りの推移(1962年～)

(出所) FRED(セントルイス連銀の経済データベース)

景気後退

1984年5月

約38年間の

金利低下トレンド

2020年

トレンド転換？

約16年間の

金利上昇トレンド
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■ 米連邦政府の財政収支の対GDP比(％)の推移  

－3%

(出所)FRED(セントルイス連邦準備銀行経済データ)

景気後退局面

24年
－6.28%

WWⅡ

世界恐慌

リーマン
ショック

コロナ
ショック

ITバブル
崩壊

湾岸
戦争

中東戦争
ベトナム戦争

スタグフ
レーション
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■ 米連邦政府の利払い額の推移  

1兆ドル

(出所)FRED(セントルイス連邦準備銀行経済データ)

景気後退局面

25年1Q
1兆1,108億ドル

コロナ
ショック
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■ 米S&P500(日足)の動き 2025/7/18時点

2/19高値
6,147p

4/7安値
4,835p

50日MA

25日MA

デッド・クロス

(出所)MARKETSPEEDⅡ

ゴールデン・クロス

200日MA

6,000p

6,500p

5,500p

5,000p



33

■ S&P500の「デッド・クロス」(50日と200日MA) 2022年3月 インフレと利上げ時期

(出所)Bloomberg

22年3月
デッド・クロス

23年2月
ゴールデン・クロス
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■ S&P500の「デッド・クロス」(50日と200日MA) 2020年3月 コロナショック

(出所)Bloomberg

20年3月
デッド・クロス

20年7月
ゴールデン・クロス
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■ S&P500の「デッド・クロス」(50日と200日MA) 2015年8月～ チャイナショック時

(出所)Bloomberg

15年8月
デッド・クロス

16年4月
ゴールデン・クロス

15年12月
16年1月

ゴールデン＆デッド・クロス
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■ S&P500の「デッド・クロス」(50日と200日MA) 2010年7月&2011年8月

(出所)Bloomberg

10年7月
デッド・クロス 12年1月

ゴールデン・クロス

10年10月
ゴールデン・クロス

11年8月
デッド・クロス
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■ S&P500の「デッド・クロス」(50日と200日MA) 2007年12月 リーマン・ショック前後

(出所)Bloomberg

07年12月
デッド・クロス

09年9月
ゴールデン・クロス
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■ S&P500(月足)と長期PERの推移 2025/7/18時点

(ポイント)

長期PER
(CAPEレシオ)

(右目盛)

(倍)

S&P500
(左目盛)

2000年8月

38.83倍

2021年8月

36.68倍

出所：Bloombergデータを元に作成

平均
23.79倍

2024年11月

36.29倍

7月18日

35.27倍
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るものであり、本資料及び資料にある情報の使用による結果について、当社は何らの責任を負うものではあり
ません。

本資料で記載しております価格、数値、金利等は概算値または予測値であり、諸情勢により変化し、実際
とは異なることがございます。また、本資料は将来の結果をお約束するものではなく、お取引をなさる際に実際
に用いられる価格または数値を表すものでもございませんので、予めご了承くださいますようお願いいたします。

ご注意事項

加入協会
日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、日本商品先物取引協会、一般社団法人第二種金融
商品取引業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会
商号等
楽天証券株式会社／金融商品取引業者関東財務局長（金商）第195号、商品先物取引業者
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国内株式のリスクと費用について

■国内株式 国内ETF／ETN 上場新株予約権証券（ライツ）

【株式等のお取引にかかるリスク】

株式等は株価（価格）の変動等により損失が生じるおそれがあります。上場投資信託（ETF）は連動対象となっている指数や指標等の変動等、上場投資証券（
ETN）は連動対象となっている指数や指標等の変動等や発行体となる金融機関の信用力悪化等、上場不動産投資信託証券（REIT）は運用不動産の価格や収
益力の変動等、ライツは転換後の価格や評価額の変動等により、損失が生じるおそれがあります。※ライツは上場および行使期間に定めがあり、当該期間内に行使しな
い場合には、投資金額を全額失うことがあります。

●レバレッジ型、インバース型ＥＴＦ及びＥＴＮのお取引にあたっての留意点

上場有価証券等のうち、レバレッジ型、インバース型のETF及びETN（※）のお取引にあたっては、以下の点にご留意ください。

・ レバレッジ型、インバース型のETF及びETNの価額の上昇率・下落率は、2営業日以上の期間の場合、同期間の原指数の上昇率・下落率に一定の倍率を乗じたも
のとは通常一致せず、それが長期にわたり継続することにより、期待した投資成果が得られないおそれがあります。

・ 上記の理由から、レバレッジ型、インバース型のETF及びETNは、中長期間的な投資の目的に適合しない場合があります。

・ レバレッジ型、インバース型のETF及びETNは、投資対象物や投資手法により銘柄固有のリスクが存在する場合があります。詳しくは別途銘柄ごとに作成された資料
等でご確認いただく、またはコールセンターにてお尋ねください。

※ 「上場有価証券等」には、特定の指標（以下、「原指数」といいます。）の日々の上昇率・下落率に連動し1日に一度価額が算出される上場投資信託（以下「
ETF」といいます。）及び指数連動証券（以下、「ETN」といいます。）が含まれ、ETF及びETNの中には、原指数の日々の上昇率・下落率に一定の倍率を乗じて算
出された数値を対象指数とするものがあります。このうち、倍率が＋（プラス）１を超えるものを「レバレッジ型」といい、－（マイナス）のもの（マイナス１倍以内のものを
含みます）を「インバース型」といいます。

【信用取引にかかるリスク】

信用取引は取引の対象となっている株式等の株価（価格）の変動等により損失が生じるおそれがあります。信用取引は差し入れた委託保証金を上回る金額の取引
をおこなうことができるため、大きな損失が発生する可能性があります。その損失額は差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。
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国内株式のリスクと費用について

〔ゼロコース（現物取引）〕

約定金額にかかわらず取引手数料は0円です。

但し、原則として当社が指定するSOR（スマート・オーダー・ルーティング（※1））注文 のご利用が必須となります。

（当社が指定する取引ツールや注文形態で発注する場合を除きます。）
ゼロコースをご利用される場合には、当社のSORやRクロス（※2）の内容を十分ご理解のうえでその利用に同意いただく必要があります。
※1 SORとは、複数市場から指定条件に従って最良の市場を選択し、注文を執行する形態の注文です。
※2 「Rクロス」は、楽天証券が提供する社内取引システム（ダークプール（※3））です。
※3 ダークプールとは、証券会社が投資家同士の売買注文を付け合わせ、対当する注文があれば金融商品取引所の立会外市場(ToSTNeT)に発注を行い約定さ
せるシステムをいいます。

〔ゼロコース（信用取引）〕

約定金額にかかわらず取引手数料は0円です。

但し、原則として当社が指定するSORのご利用が必須となります。（当社が指定する取引ツールや注文形態で発注する場合を除きます。）

【株式等のお取引にかかる費用】

国内株式の委託手数料は「ゼロコース」「超割コース」「いちにち定額コース」の3コースから選択することができます。
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国内株式のリスクと費用について

取引金額 取引手数料

5万円まで 50円（55円）

10万円まで 90円（99円）

20万円まで 105円（115円）

50万円まで 250円（275円）

100万円まで 487円（535円）

150万円まで 582円（640円）

3,000万円まで 921円（1,013円）

3,000万円超 973円（1,070円）

取引金額 取引手数料
10万円まで 90円（99円）
20万円まで 135円（148円）
50万円まで 180円（198円）
50万円超 350円（385円）

※（）内は税込金額 ※（）内は税込金額

〔超割コース（現物取引）〕

1回のお取引金額で手数料が決まります。

〔超割コース（信用取引）〕

1回のお取引金額で手数料が決まります。

超割コース大口優遇の判定条件を達成すると、以下の優遇手数料が適用されます。大口優遇は一度条件を達成すると、3ヶ月間適用になります。詳しくは当
社ウェブページをご参照ください。

〔超割コース 大口優遇（現物取引）〕
約定金額にかかわらず取引手数料は0円です。

〔超割コース 大口優遇（信用取引）〕
約定金額にかかわらず取引手数料は0円です。

1日の取引金額合計 取引手数料
100万円まで 0円
200万円まで 2,000円（2,200円）
300万円まで

以降、100万円増えるごとに1,100円追加。
3,000円（3,300円）

〔いちにち定額コース〕
1日の取引金額合計（現物取引と信用取引合計）で手数料が決まります。

※1日の取引金額合計は、前営業日の夜間取引と当日の日中取引を合算して計算いたします。
※一般信用取引における返済期日が当日の「いちにち信用取引」、および当社が別途指定する銘柄の手数料は0円です。

これらのお取引は、いちにち定額コースの取引金額合計に含まれません。

※（）内は税込金額
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国内株式のリスクと費用について

〔かぶミニ®（単元未満株の店頭取引）にかかるリスクおよび費用〕

●リスクについて
かぶミニ®の取扱い銘柄については市場環境等により、取扱いを停止する場合があります。

●費用について
売買手数料は無料です。

かぶミニ®（単元未満株の店頭取引）は、当社が自己で直接の相手方となり市場外で売買を成立させます。そのため、取引価格は買付時には基準価格に一定の
スプレッド（差額）を上乗せした価格、売却時には基準価格に一定のスプレッド（差額）を差し引いた価格となります（1円未満の端数がある場合、買付時は整数
値に切り上げ、売却時は切り捨て）。なお、適用されるスプレッドは当社ウェブサイトにて開示していますが、相場環境の急変等により変動する場合があります。

●株主の権利について
かぶピタッ （金額指定取引）で発生した１株未満株式においては、株主の権利に制約が生じる場合がございます。

〔かぶピタッ （金額指定取引）にかかるリスクおよび費用〕

●リスクについて
かぶピタッ （金額指定取引）の取扱銘柄については市場環境等により、取扱いを停止する場合があります。

●費用について
売買手数料は無料です。

かぶピタッ （金額指定取引）は、当社が自己で直接の相手方となり市場外で売買を成立させます。そのため、取引価格は買付時には基準価格に一定のスプレッド
（差額）を上乗せした価格、売却時には基準価格に一定のスプレッド（差額）を差し引いた価格となります（1円未満の端数がある場合、買付時は整数値に切り
上げ、売却時は切り捨て）。なお、適用されるスプレッドは当社ウェブサイトにて開示していますが、相場環境の急変等により変動する場合があります。



45

国内株式のリスクと費用について

〔株式等・かぶミニ®（単元未満株の店頭取引）・かぶピタッ （金額指定取引）の費用にかかる留意事項〕

●カスタマーサービスセンターのオペレーターの取次ぎによる電話注文は、手数料コースに関わらず、1回のお取引ごとにオペレーター取次ぎによる手数料（最大で4,950
円（税込））を頂戴いたします。詳しくは取引説明書等をご確認ください。
●信用取引には、上記の売買手数料の他にも各種費用がかかります。詳しくは取引説明書等をご確認ください。
●信用取引をおこなうには、委託保証金の差し入れが必要です。最低委託保証金は30万円、委託保証金率は30％、委託保証金最低維持率（追証ライン）が
20％です。委託保証金の保証金率が20％未満となった場合、不足額を所定の時限までに当社に差し入れていただき、委託保証金へ振替えていただくか、建玉を決
済していただく必要があります。
レバレッジ型ＥＴＦ等の一部の銘柄の場合や市場区分、市場の状況等により、30％を上回る委託保証金が必要な場合がありますので、ご注意ください。

【貸株サービス・信用貸株にかかるリスクおよび費用】
（貸株サービスのみ）
●リスクについて
貸株サービスの利用に当社とお客様が締結する契約は「消費貸借契約」となります。株券等を貸付いただくにあたり、楽天証券よりお客様へ担保の提供はなされません
（無担保取引）。（信用貸株のみ）
●株券等の貸出設定について
信用貸株において、お客様が代用有価証券として当社に差入れている株券等（但し、当社が信用貸株の対象としていない銘柄は除く）のうち、一部の銘柄に限定し
て貸出すことができますが、各銘柄につき一部の数量のみに限定することはできませんので、ご注意ください。

（貸株サービス・信用貸株共通）
●当社の信用リスク
当社がお客様に引渡すべき株券等の引渡しが、履行期日又は両者が合意した日に行われない場合があります。この場合、「株券等貸借取引に関する基本契約書」・
「信用取引規定兼株券貸借取引取扱規定第2章」に基づき遅延損害金をお客様にお支払いいたしますが、履行期日又は両者が合意した日に返還を受けていた場
合に株主として得られる権利（株主優待、議決権等）は、お客様は取得できません。
●投資者保護基金の対象とはなりません
貸付いただいた株券等は、証券会社が自社の資産とお客様の資産を区別して管理する分別保管および投資者保護基金による保護の対象とはなりません。
●手数料等諸費用について
お客様は、株券等を貸付いただくにあたり、取引手数料等の費用をお支払いいただく必要はありません。
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■外国株式 海外ETF／ETN／REIT

【外国株式等の取引にかかるリスク】
外国株式等は、株価（価格）の変動等により損失が生じるおそれがあります。また、為替相場の変動等により損失（為替差損）が生じるおそれがあります。上場投資
信託（ETF）は連動対象となっている指数や指標等の変動等、上場投資証券（ETN）は連動対象となっている指数や指標等の変動等や発行体となる金融機関の
信用力悪化等、上場不動産投資信託証券（REIT）は運用不動産の価格や収益力の変動等により、損失が生じるおそれがあります。

●レバレッジ型、インバース型ＥＴＦ及びＥＴＮのお取引にあたっての留意点
上場有価証券等のうち、レバレッジ型、インバース型のETF及びETN（※）のお取引にあたっては、以下の点にご留意ください。

・ レバレッジ型、インバース型のETF及びETNの価額の上昇率・下落率は、2営業日以上の期間の場合、同期間の原指数の上昇率・下落率に一定の倍率を乗じたも
のとは通常一致せず、それが長期にわたり継続することにより、期待した投資成果が得られないおそれがあります。
・ 上記の理由から、レバレッジ型、インバース型のETF及びETNは、中長期間的な投資の目的に適合しない場合があります。
・ レバレッジ型、インバース型のETF及びETNは、投資対象物や投資手法により銘柄固有のリスクが存在する場合があります。詳しくは別途銘柄ごとに作成された資料
等でご確認いただく、またはコールセンターにてお尋ねください。
※ 「上場有価証券等」には、特定の指標（以下、「原指数」といいます。）の日々の上昇率・下落率に連動し1日に一度価額が算出される上場投資信託（以下
「ETF」といいます。）及び指数連動証券（以下、「ETN」といいます。）が含まれ、ETF及びETNの中には、原指数の日々の上昇率・下落率に一定の倍率を乗じて算
出された数値を対象指数とするものがあります。このうち、倍率が＋（プラス）１を超えるものを「レバレッジ型」といい、－（マイナス）のもの（マイナス１倍以内のものを
含みます）を「インバース型」といいます。

外国株式のリスクと費用について
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【米国株式の信用取引にかかるリスク】
米国株式信用取引の対象となっている株式等の株価（価格）の変動等により損失が生じるおそれがあります。米国株式信用取引は差し入れた委託保証金を上回る
金額の取引をおこなうことができるため、大きな損失が発生する可能性があります。その損失額は差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。また、米国株式
信用取引は外貨建てで行う取引であることから、米国株式信用取引による損益は外貨で発生します。そのため、お客様の指示により外貨を円貨に交換する際の為替相
場の状況によって為替差損が生じるおそれがあります。

【外国株式等の取引にかかる費用】
〔現物取引〕
1回のお取引金額で手数料が決まります。

外国株式のリスクと費用について

分類 取引手数料

米国株式
約定代金の0.495％（税込）
・最低手数料：0米ドル
・上限手数料：22米ドル（税込）

中国株式
約定代金の0.275％（税込）
・最低手数料：550円（税込）
・上限手数料：5,500円（税込）

アセアン株式
約定代金の1.10％（税込）
・最低手数料：550円（税込）
・手数料上限なし

※当社が別途指定する銘柄の買付手数料は無料です。
※米国株式の売却時は上記の手数料に加え、別途SEC Fee（米国現地取引所手数料）がかかります。詳しくは当社ウェブページ上でご確認ください。
※中国株式・アセアン株式につきましては、カスタマーサービスセンターのオペレーター取次ぎの場合、通常の取引手数料に2,200円（税込）が追加されます。
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〔米国株式信用取引〕
1回のお取引金額で手数料が決まります。

外国株式のリスクと費用について

取引手数料

約定代金の0.33％（税込）
・最低手数料：0米ドル

・上限手数料：16.5米ドル（税込）

米国株大口優遇の判定条件を達成すると、以下の優遇手数料が適用されます。米国株大口優遇は一度条件を達成すると、3ヶ月間適用になります。
詳しくは当社ウェブページをご参照ください。

〔米国株式信用取引（米国株大口優遇）〕
約定金額にかかわらず取引手数料は0米ドルです。

※当社が別途指定する銘柄の新規買建または買返済時の取引手数料は無料です。
※売却時（信用取引の場合、新規売建/売返済時）は上記の手数料に加え、別途SEC Fee（米国現地取引所手数料）がかかります。詳しくは当社ウェブページ
上でご確認ください。

●米国株式信用取引には、上記の売買手数料の他にも各種費用がかかります。詳しくは取引説明書等をご確認ください。

●米国株式信用取引をおこなうには、委託保証金の差し入れが必要です。最低委託保証金は当社が指定する30万円相当額、新規建て時に最低必要な委託保証
金率は50％、委託保証金最低維持率（追証ライン）が30％です。委託保証金の保証金率が30％未満となった場合、不足額を所定の時限までに当社に差し入れ
ていただき、委託保証金へ振替えていただくか、建玉を決済していただく必要があります。
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【米国貸株サービスにかかるリスクおよび費用】
●リスクについて
米国貸株サービスの利用に当社とお客様が締結する契約は「消費貸借契約」となります。株券等を貸付いただくにあたり、楽天証券よりお客様へ担保の提供はなされ
ません（無担保取引）。

●投資者保護基金の対象とはなりません
貸付いただいた株券等は、証券会社が自社の資産とお客様の資産を区別して管理する分別保管および投資者保護基金による保護の対象とはなりません。

●手数料等諸費用について
お客様は、株券等を貸付いただくにあたり、取引手数料等の費用をお支払いいただく必要はありません。

●配当金等、株主の権利・義務について
貸借期間中、株券等は楽天証券名義又は第三者名義等になっています。そのため、貸借期間中に権利確定日が到来した場合の配当金については、発行会社よ
り配当の支払いがあった後所定の期日に、所得税相当額を差し引いた配当金相当額が楽天証券からお客様へ支払われます。また、株式分割等コーポレートアクショ
ンが発生した場合（整数倍の株式分割を除く）、自動的にお客様の口座に対象銘柄を返却することで、お客様は、株主の権利を獲得します。

●配当金の情報について
米国貸株サービスにおける配当金の情報は、S&Pグローバル社より提供されるデータを基にしており、原則として毎営業日の更新となります。配当金は各企業の判断
で廃止・変更になる場合がありますので、必ず当該企業のホームページ等で内容をご確認ください。

●大量保有報告の提出について
貸株対象銘柄について、楽天証券およびまたはそのグループ会社等の保有が基準以上となった際にSEC（Securities and Exchange Commission：米国証
券取引委員会）に報告書を提出する必要が生じます。その場合において、お客様の氏名、取引株数、契約の種類（株券消費貸借契約である旨）等を報告書に
記載させていただく場合がございますので、予めご了承ください。

●税制について
株券貸借取引で支払われる貸借料及び貸借期間中に権利確定日が到来した場合の配当金相当額は、お客様が個人の場合、一般に雑所得又は事業所得とし
て、総合課税の対象となります。なお、配当金相当額は、配当所得そのものではないため、配当控除は受けられません。また、配当金相当額は外国税額控除の対
象外です。また、お客様が法人の場合、一般に法人税に係る所得の計算上、益金の額に算入されます。税制は、お客様によりお取り扱いが異なる場合がありますの
で、詳しくは、税務署又は税理士等の専門家にご確認ください。

外国株式のリスクと費用について
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ETF/ETNのリスク（抜粋）

【複雑な商品設計のETF/ETNについての注意点】
ETF/ETNの中には、ボラテリティ指数先物を対象としたETF/ETNやカバードコール戦略を取り入れたETF/ETNなど、先物取引やオプション取
引を組入れている場合があります。そのようなETF/ETNは、先物のロールによる価格変動、対象指数等そのものの急激な値動き等によって想定
外の値動きをする場合があります。
また、レバレッジ型ETF/ETNやインバース型ET/ETNは、原指標の日々の変動率に一定の倍数を乗じて算出されるレバレッジ型指標に連動する
よう運用されます。そのため、値動きや想定されるリターンは、通常のETF/ETNとは異なる特性を有しています。
 複雑な商品設計のETF/ETNに投資される際は、商品設計を開示書類等でご確認していただき、十分ご理解していただいた上で投資をしてくだ
さい。

【ETFにおける信用リスク】 
リンク債型ETFやOTCデリバティブ型ETFなどにおいては、ETFが投資に用いるリンク債の発行体またはETFのOTCデリバティブ取引の相手方の
財務状況の悪化などにより基準価額が大きく下落する信用リスクが存在します。これらのETFの投資にあたっては、商品設計を予めご確認する
必要があります。

【ETN発行体の信用リスク】
ETNは、裏付となる資産を保有せず、発行体となる金融機関の信用力をもとに価格が特定の指標に連動することを保証する債券です。 そのため、
発行体の倒産や財務状況の悪化、信用格付の引き下げ等の影響により、ETNの価格が下落または無価値となる可能性、 また、償還時に発行体が
償還金額を支払わない、または支払うことができない可能性があります。このような結果、損失が生じる可能性があります。

【早期償還等のその他のリスク】
市場動向の急変時や資産総額が小さくなった場合など、管理会社等が運用の継続が困難であると判断した場合は、運用を終了し、繰り上げ償還
をする可能性があります。取引所が定める上場廃止基準に該当した場合などは、上場廃止となる可能性があります。

詳細は、当社HPの「ETF/ETNのリスク」をご覧ください。
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